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不耕起対応トウモロコシ播種機を用いた栽培試験【第４報】

西岡謙二・馬木康隆・福井弘之

要 約

不耕起対応トウモロコシ播種機を用いて、飼料用トウモロコシの春播き、夏作および二期作の栽

培試験を行い、以下の結果を得た。

<試験1> 春播き（イタリアンライグラス1番草跡地）3/16～7/21

非選択性除草剤の散布時期と非選択性除草剤と茎葉処理剤との併用処理について検討した。その

結果、不耕起区において、非選択性除草剤の散布を播種前後に行うことにより、乾物収量が、慣行

の耕起栽培と同程度得られた。

＜試験2＞ 夏作（イタリアンライグラス2番草跡地）5/17～8/8

前作牧草を収穫後、イタリアンライグラス3番草を3～4葉期まで再生させ、非選択性除草剤で枯

殺した残渣のマルチ材利用について検討した。雑草防除効果は殆ど認められず、茎葉処理剤を省略

した場合、雑草競合が顕著だった。不耕起栽培は、慣行の耕起栽培より、有意に乾物収量が低下し

た。

＜試験3＞二期作（不耕起トウモロコシ跡地）7/25～11/10

非選択性除草剤の有無について検討した。非選択性除草剤を省略した場合は、前作収穫跡地に発

生していたメヒシバ、ツユクサと競合し、トウモロコシの生育遅延を招いたので、非選択性除草剤

による前処理は必要と考えられた。非選択性除草剤を使用した不耕起栽培の乾物収量は、慣行の耕

起栽培よりも多く得られた。

目 的

飼料用トウモロコシの自給生産は、高栄養かつ

高収量な国産飼料を確保する観点から非常に重要

であるが、作付面積は近年、ほぼ横ばいで推移し

ている 。また、近年、飼料価格の高止まりから
１）

自給飼料の増産が推進されている。今後、飼料用

トウモロコシの自給生産を普及拡大していくにあ

たり、優良品種の開発、コントラクター等の生産

組織の設立、低コストで省力的な栽培技術の開発

等が求められている。

近年、不耕起による飼料用トウモロコシ栽培が

注目されており、反転・砕土耕を省略するため省

。力･省燃費効果が高い栽培技術と言われている
２）

既に、飼料用トウモロコシの不耕起栽培は、夏

の短い北日本の年一作体系や、西南暖地を中心と

した二期作体系で普及しており、慣行の耕起栽培

。と比較して遜色ない収量が報告されている３ ４） ）

一方で、都府県に多い二毛作栽培体系において

は、作業が連続する冬作のイタリアンライグラス

あるいは飼料用ムギ類の収穫期から夏作のトウモ

ロコシの播種期において、自給飼料生産労働の集

中を軽減することを目的に、不耕起栽培の導入が

試みられているが、未だ普及するには至っていな

い。この原因として、牧草収穫後の不耕起地では

残存した冬作の刈株により、不耕起対応播種機に

よる播種溝の切削が阻害され、特にイタリアンラ

イグラスの収穫跡地では、残根による播種精度お

よび苗立率のが低下し、減収を招くことが報告さ
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れている 。一方、本県におけるこれまでの研究
５）

により、不耕起播種時のトウモロコシの播種深度

を調節することで、苗立率が改善し、慣行の耕起

栽培と遜色のない結果が得られることを明らかに

し、二毛作体系における不耕起栽培を導入できる

可能性を見出した 。
６）

そこで 試験期間3ヵ年の最終年度では 適した、 、

播種深度で不耕起播種されたトウモロコシにおい

て、春播き、夏作および二期作の収量を慣行の耕

起栽培と比較評価するとともに、除草剤体系につ

いても検討した。

材料および方法

（１）試験期間

春播きは2016年3月16日～7月21日、夏作は2016

年5月17日～8月8日、二期作は2016年7月25日～11

月10日に実施した。

（２）試験地条件

試験は 畜産研究課内1号圃場 徳島県板野郡上、 （

板町、土質：細粒灰色低地土）で実施し、試験面

積は、1試験区4a～7aになるように設置した。

、 。表1に 各播種期における試験地条件を示した

試験地は、同一圃場を耕起地と不耕起地に分け、

除草剤体系の組合せを変更し、対照区と試験区を

設置した 前作残渣量は不耕起地でのみ調査し n。 （

=3 前作の残根 残桿および収穫残渣の合計量と）、 、

。 、 、した 前作残渣量は 春播き後の二期作において

多かった。

土壌硬度は、土壌硬度計が春播き後に故障して

しまったため、夏作および二期作では測定できな

かった。また、土壌含水比は、耕起区と不耕起区

の両方で調査した（n=5 。）

（３）栽培条件

表2に 各播種期における栽培条件を示した 播、 。

種は 国研 生研センターから借り受けた不耕起、（ ）

対応トウモロコシ播種機 をトラクタ(クボ
７)～1０)

タGL320 23.5kW(32PS))の3点リンクに取付けて行、

った。播種速度は全て1.5m/sで走行した。

トウモロコシの供試品種は 春播きがLG3520 流、 （

通名：スノーデント110 、夏作がSH3815（流通名）

：ゆめそだち 、二期作がP3577（流通名：パイオ）

ニア135日）を用いた。

播種深度は調節ネジを表2に記載した深さに調整

した 播種深度を5cm以上確保することを目標とし。

て調整を行った。

施肥は 表2に記載した量を散布した 散布方法、 。

について、堆肥は、ブロードキャスタで全面散布

を行った。また、全ての作期において、不耕起対

応播種機に施肥ホッパーを取付け、播種と同時に

硫安を条播した。

除草剤は 表2に記載した薬剤および薬量をブー、

ムスプレイヤで散布した。春播きの不耕起区にお

いて、前年度の試験において、イタリアンライグ

ラスの再生草を十分に抑えられなかったため、前

処理と茎葉処理の除草剤体系の組み合わせを変更

し、試験を実施した。

（４）調査項目

播種精度は、播種溝から飛び出している種子を

逸出 播種溝に収まっているが 完全に覆土さ「 」、 、

れておらず上から目視可能な種子を「覆土不足」

として 20m区間の当該種子数を計数し 実際に播、 、

種した種子数で除して算出した（n=5)。

播種深度は、播種後の種子を30粒無作為に掘り

起こし、その平均値を播種深度とした。

苗立率は トウモロコシ3～4葉期に 20m区間の、 、

苗立数を計数し、実際の播種数で除して算出した

(n=5)。

刈取り調査は、トウモロコシ刈取り適期に、連

続する5個体を地際5cm上で3箇所刈取り、桿長、

桿径、着雌穂高、収量を調査した。同時に、倒伏

および折損の被害個体率も算出した（n=50 。）
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結果および考察

１）春播き

。 、表3に播種内容と苗立率を示した 播種深度は

全試験区において 播種深度5cmより深くすること、

を目標として播種を行った。その結果、全区画に

おいて 約5cm程度の播種深度を確保できたが 苗、 、

立率に有意差が認められた。その原因として、苗

立枯病に羅患したこと等が考えられた。播種作業

。 、速は1.5m/sで行った 逸出率および覆土不足率は

耕起区および不耕起区において有意差は認められ

なかった（p>0.05 。）

。 、表4に刈取り調査結果を示した 刈取り調査は

7月21日に行った 収穫熟期は黄熟中期および後期。

であった。他の試験区と比較して、不耕起区（RU

前）は、桿長および着雌穂高、現物収量、乾物収

量において有意に高かった p<0.05 不耕起区 O（ ）。 （

H後 においては 上述の項目が有意に低かったこ） 、

とから p>0.05 雑草を防除できなかったことが（ ）、

考えられた。以上から、不耕起栽培の春播きトウ

モロコシにおいて、前処理として非選択性除草剤

を播種前後に散布することが望ましいと考えられ

た。
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２）夏作

表5に播種内容と苗立率を示した 播種深度は耕。

起区が約5cm、不耕起区では約3cmと播種深度を確

保することができなかった。苗立率は全試験区で

35%程度と低かった この要因として 供試品種で。 、

ある「ゆめそだち」の発芽不良の可能性が考えら

れた。また、耕起区においても苗立率が同様に低

かったことから 播種深度を5cm程度確保できなか、

ったことによる苗立率が低下した可能性は排除し

た。

表6に刈取り調査結果を示した。刈取り調査は8

。 、 。月8日に行った 収穫熟期は 糊熟中期であった

現物収量および乾物収量において、耕起区は、不

耕起区と比較して、有意に高かった（p<0.05 。）

窒素量の調整を行ったが、耕起区には堆肥を投入

、 、し 不耕起区は硫安のみの施肥管理であったため

肥効速度の違いにより収量に影響があったと考え

られた。また、供試品種である「ゆめそだち」の

、 、発芽不良の影響も考えられるため 収量に関して

耕起と不耕起による違いおよび雑草量による違い

を判断できなかった。

３）二期作

表7に播種内容と苗立率を示した 何れの試験区。

でも播種深度を約5cm確保できたが 不耕起区 非、 （

前処理）において、他の試験区と比較すると有意

に苗立率が低かった。その結果から、前作残渣と

雑草の影響を受けた可能性が考えられた。また、

不正確播種率に有意な差は認められなかった。

表8に刈取り調査結果を示した。刈取り調査は1

1月10日に行い 収穫時期は 糊熟中期 後期であ、 、 、

。 、った 生育初期に雑草と競合した非前処理区では
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桿長、桿径、着雌穂高が不耕起区と比較して有意

に低かった p>0.05 また 現物収量および乾物（ ）。 、

収量も有意に低かった。一方で、非選択性除草剤

および茎葉処理剤を使用した不耕起区では、耕起

区よりも有意に高い収量が得られた。

二期作トウモロコシの不耕起栽培は、本県の過

去の試験においても、慣行の耕起栽培と比較して

表７．播種内容および苗立率（二期作）

逸出率 覆土不足率

耕起区 5.6 0.0% 0.0% 94.6%ab

不耕起区 4.8 0.0% 0.6% 97.6%a

不耕起区（非前処理） 5.0 0.2% 0.0% 88%b

苗立率：播種機による精度を考慮していない

同一列の異符号を付した数値間に有意差あり（Tukey法、p<0.05）。

二期作

播種期 試験区 播種深度
cm

不正確播種率 苗立率
8/1播種日

7月15日

同等の収量を確保できており 、比較的不耕起
１１）

栽培の技術的難易度は低いと考えられる。二期作

体系では、二期作目トウモロコシの収量を十分に

得るには、早期播種して有効積算温度を確保する

ことが重要である 。そのため、播種作業
１２）１３）

が省力化され、早期播種可能な不耕起栽培の導入

は、非常に有効な栽培技術と考えられる。

４）気象条件

、 。図1に 不耕起栽培期間中の気象条件を示した

、平成27年4月以降に発生したエルニーニョ現象は

H28年の春に終息が確認された 。気象庁の徳島
１４）

地方気象台による試験期間中の徳島市の気象デー

タによると 、平均気温は概ね3～10月まで平年
１５）

よりも高かった。降水量は4月、6月、9月に多か

、 、 、 、 、 。ったが 3月 5月 7月 8月 10月は少なかった

9月16～17日に上陸した台風16号による倒伏・折

損害が二期作トウモロコシに発生した。
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表８．刈取り調査結果（二期作）
倒伏 折損 桿長 桿径 着雌穂高 現物収量 乾物率 乾物収量
% % cm cm cm kg/10a % kg/10a

耕起区 糊熟後期 74% 18% 251a 18.9ab 111a 6204b 32.5% 2019b

不耕起区 糊熟中期 74% 18% 243a 20.2a 105a 6909a 42.2% 2914a
不耕起区（非前処理） 糊熟中期 74% 18% 200b 17.3b 81b 4671c 38.8% 1812c

現物収･乾物収量：苗立率および倒伏・折損害による補正なし

同一列の異符号を付した数値間に有意差あり（Tukey法、p<0.05）。

二期作

試験区
熟期
11/10播種期
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